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特集②	 カーボンニュートラルと建設

はじめに

「第1回循環経済（サーキュラーエコノミー）に関
する関係閣僚会議（2024年7月30日）において，当
時の斎藤国土交通省大臣が「建設発生土」という
用語を発したのを初めて聞きました」とのエピソー
ドを積算資料公表価格版2025年8月号で紹介しま
したが，2026年4月21日に「循環経済行動計画」1）

が循環経済に関する関係閣僚会議において決定し，
計画の施策集に「建設リサイクルの高度化」として

「建設発生土の有効利用の促進」が示されました。
循環型経済，カーボンニュートラル（CN）を

進めるための国土交通省重要施策として，「建設
発生土リサイクル」にスポットライトが当てられ
ていることは， 積算資料公表価格版2025年8月号
でも指摘しましたが，本稿では，建設発生土リサ
イクルのなかでも「改良土利用」に着目し，改良
土利用によるCO2排出量削減効果，改良土利用拡
大に向けた方策等について説明いたします。

1.	建設発生土リサイクル，改良土の
CO2排出量削減効果

京都大学大学院加藤智大助教授等の研究成果に
よって，建設発生土リサイクル，建設発生土土質
改良土のCO2排出量削減効果が初めて次のように
定量的に算定されました。なお，計算条件・方法
等の詳細は掲載論文2）でご確認ください。

（1）建設発生土リサイクル
建設発生土を全て受入地へ搬出し，全ての建設

工事で新材を搬入したシナリオにおけるCO2排出
量は788万t-CO2であり，2018年度の実態（現場
内利用を含む建設発生土有効利用率79.8％）であ

る356万t-CO2と比べるとおよそ1.8倍の値であり
（図－1），2018年度時点での建設発生土リサイク
ルは，CO2排出量削減に大きく貢献していたこと
が明らかになりました。

（2）建設発生土土質改良土
標準積載量5.55㎥の10tダンプ100台分の建設

発生土の土量555㎥（資源有効利用促進法におけ
る再生資源利用促進計画作成対象規模500㎥超に
相当）を土質改良して利用する場合でも，受入地
搬出・新材搬入よりもCO2排出量削減効果がある
ことが明らかになりました（図－2）。

カーボンニュートラルに資する 
建設発生土改良土の利用拡大に向けて

一般社団法人全国建設発生土リサイクル協会 専務理事　髙野 昇
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図－1　建設発生土リサイクルのCO2排出量削減効果
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図－2　建設発生土土質改良土のCO2排出量削減効果
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2.	建設発生土改良土の利用拡大に向けて

2.1改良土利用拡大方策概要
土質改良された建設発生土が利用されるために

は，「①改良土の品質が利用用途に求められる品質
基準に適合していること（かつ安定的に供給でき
ること）」が必須条件です。

そのためには，「②①を他者（自治体，第三者機
関）が継続的に確認していること」「③工事現場や
土質改良プラントにおいて土質改良作業に精通し
た専門技能者」が必要であり，さらに「④公共工
事では建設発生土の土質性状が利用用途に適合し
ていない場合は土質改良して利用することを原則
化すること」が望まれます。

①についてJASRAは，「JASRA改良土品質基
準第一版」を2025年9月に策定しました。②につ
いては，JASRAと一般財団法人先端建設技術セン
ター（ACTEC）が協同で設置した「建設発生土土
質改良プラント認証制度検討委員会」（委員長；勝
見武京都大学大学院教授）が，2022年2月に「建
設発生土土質改良プラント認証制度主要事項に関
するとりまとめ結果」を公表し，これに基づき2022
年5月よりACTECは第三者認証事業を開始しまし
た。③についてJASRAは，上級職長としての資格
である「登録基幹技能者」制度に基づき，2024年
8月に国土交通大臣より「登録土質改良基幹技能
者」講習実施機関として登録を受け，第1回登録土
質改良基幹技能者講習を2025年5月に開催しまし
た。④についてJASRAは，国土交通省第17回建
設リサイクル推進施策検討小委員会（2025年7月）
において，「リサイクル原則化ルール」改正を要望
しました。これらの内容について説明いたします。

2.2 JASRA改良土品質基準第一版5）

（1）目的
本基準は，国土交通省「発生土利用基準につい

て」（国官技第341号，国官総第669号）に基づ
く「建設発生土利用技術マニュアル第4版」（独
立行政法人土木研究所　編著）および自治体の土
質改良土品質基準を参考として，基準を制定して
いない，もしくは基準改定予定の自治体を対象

として，JASRA会員の土質改良プラントで製造
する改良土の品質基準を定めるものです。今後，
JASRAとしては，この基準への適合性を認定す
る「JASRA改良土認定制度（仮称）」の創設を視
野に入れています。

（2）適用
本基準は，建設発生土を建設資材として土質改

良プラントにて適切な安定処理による土質改良を
行い，建設工事の土質材料（以後，改良土と呼ぶ）
として利用する場合について適用します。土壌環
境基準等の関係法規の基準を超過した有害物及び
産業廃棄物を含む建設発生土は，本基準では対象
としません。

（3）改良土
改良土とは，建設発生土をセメントおよびセメ

ント系固化材，石灰および石灰系固化材により化
学的処理を行ったものとします（自治体が指定す
る再生資源（一般廃棄物焼却灰溶融スラグ，下水
汚泥焼却灰など）を助材とする場合も含む）。

なお，「建設発生土利用技術マニュアル第4版」
では，『脱水，乾燥，粒度調整や安定処理等の土質
改良を行い，その性状を改良した発生土を総称して

「処理土」という。このうち，セメント系や石灰系の
固化材を混合し土の性状を化学的に改良することを
「安定処理」といい，安定処理された土を「改良土」
という。なお，「改良土」以外の「処理土」は処理
後の性状に応じて改良土以外の細区分に分類する。』

（波線・太字は当協会）としています。脱水，乾燥，
粒度調整により土質改良した「処理土」が適用用途
の評価において使用可能であれば，積極的に有効利
用すべきであることは言うまでもありません。

（4）改良土の土質区分と適用用途標準
改良土の土質区分と適用用途標準は，「建設発

生土利用技術マニュアル第4版」の土質区分と適
用用途標準における改良土に関する内容とします。

（5）改良土の品質基準
改良土の品質基準は，表－1とします。
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（6）�自治体に改良土の品質基準を提案する際の
留意事項

JASRAの調査結果によれば，土質改良プラン
トにおける改良土の出荷率（利用率）は25%に

過ぎず，75%は残土処分しており，建設発生土を
有効利用するためのリサイクル施設である土質改
良プラントが「残土処分地」化している実態が明
らかになっています。

表－1　JASRA改良土品質基準（『JASRA改良土品質基準第一版』P4～P6の表3～表8を一覧にしたもの）

自治体に改良土の品質基準がある場合は，それに準拠する。

自
治
体
に
基
準
が
な
い
場
合
の
改
良
土
の
品
質
基
準

必
須
項
目

項目 基準値 試験項目 試験頻度

qc
※3※4

200 kN/m2以上 or
400 kN/m2以上 or

800 kN/m2以上

締固めた土のコーン指数試験　
JIS A 1228準拠

プラント製造量5,000m3

もしくは１ヶ月に１回
または土質変化した時

六価クロム 0.05 mg/ℓ以下 六価クロム溶出試験※5

※3） �「建設発生土利用技術マニュアル第4版」の「土質区分判定のための調査試験方法」では，「改良土の場合は，コーン指数（qc）のみ
を測定する。」としている。

※4） �標準的な供試体の作製は「安定処理土の突固めによる供試体作製」（JGS 0811）に準拠し，1層ごとの突固め回数を25回の3層と
する。養生条件は，セメント系の固化材で空気中3日，水浸4日，石灰系の固化材で空気中6日，水浸4日を標準とする。

※5） 六価クロム溶出試験は，セメント及びセメント系固化材を使用した改良土の場合のみ実施。

推
奨
項
目

（1）全ての適用用途
試験項目 土質定数 試験方法 試験頻度

土の締固め試験 最大乾燥密度ρdmax （Mg/m3）
最適含水比wopt （%） JIS A 1210 当初及び土質変化した時

（2）工作物の埋戻し，道路用盛土
項目 基準値 試験項目 試験頻度

最大粒径※6 100 mm以下（路盤下部等）or
20 mm以下（管周辺部等）

粒度試験（沈降分析を行わない）
JIS A 1204 プラント製造量5,000m3

もしくは１ヶ月に１回
または土質変化した時CBR※7 ※8 設計上必要となる改良土のCBR以上

（CBR≧3％）
CBR試験

JIS A 1211
※6） �最大粒径は各発注機関との協議により決定する。
※7） �設計上必要となる改良土のCBR以上を各発注機関との協議により設定する。�  

改良土のCBR（改良土の設計CBR）が20%を超える場合は上限20%として評価する。
※8） �標準的な供試体の作製は「安定処理土の突固めによる供試体作製」（JGS 0811）に準拠し，1層ごとの突固め回数を67回の3層と

する。養生条件は，セメント系の固化材で空気中3日，水浸4日，石灰系の固化材で空気中6日，水浸4日を標準とする。

改良土を工作物の埋戻しに使用する場合に必要な力学特性の考え方
舗装 舗装，路盤

路床と同等 埋戻し（路盤下部）　路床範囲
　設計上必要となる改良土の設計CBR以上 工作物の埋戻しの場合，埋戻し（路盤下部）

路床対象範囲とし，最大粒径と設計上必要と
なる改良土のCBR以上とすることも可能路体と同等 埋戻し（路盤下部）　路体範囲

　第2種改良土相当
管頂100～300 mm

埋戻し（管周辺部）　路体範囲
　第2種改良土相当

工作物の埋戻しの場合，埋戻し（管周辺部）
路床対象範囲とし，最大粒径と設計上必要と
なる改良土のCBR以上とすることも可能

改良土を道路用盛土に使用する場合に必要な力学特性の考え方
舗装 舗装，路盤
路床 設計上必要となる改良土のCBR以上
路体 第2種改良土相当以上でそのままで使用が可能

（３）建築物の埋戻し：一定の強度が必要な埋戻しの場合は，工作物の埋戻しを準用する。
（４）土木構造物の裏込め，河川堤防，土地造成，鉄道盛土，空港盛土，水面埋立

項目 基準値 試験項目 試験頻度

最大粒径※6 100 mm以下 粒度試験（沈降分析を行わない）
JIS A 1204

プラント製造量5,000m3もしくは
１ヶ月に１回または土質変化した時

河川堤防（高規格堤防）に使用する材料規定の具体的条件は次の①②である。
①粒度組成が「建設発生土利用技術マニュアル第4版」P63に示す適用範囲内にあることが望ましい。
②コーン指数が400kN/m2以上であることが必要である。
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建設発生土を土質改良プラントに搬出する際
は，改良土の利用先が確定していること，建設発
生土と同量の改良土を利用することが必須・原則
です。表－2に示す自治体では，この原則をルー

ル・規定化しています。
本基準を参考に自治体に改良土の品質基準の制

定を提案する際は，基準制定に合わせて土質改良
プラントの利用ルールも定めるべきだと存じます。

表－2　自治体における土質改良プラント利用ルール（建設発生土受入と改良土利用の「セット利用」）の例

自治体名 ルール等名称 土質改良プラント利用ルール等の内容

東京都
「東京都建設リサイクル
ガイドライン」

指定処分を行う工事が土材料を調達する場合は，建設発生土を搬出する同一の搬出先から土材料を調達するこ
と（セット利用）を原則とする。

横浜市
「本市工事に伴い排出す
る建設副産物の処分要
領」

建設発生土は以下の順序で処理を行う。
（１）発生抑制
（２）現場内利用
　建設発生土は，可能な限り，現場内（同一工事内）で再利用する。なお，土質改良して再利用する場合は，（別表1）
に定める土質改良施設を活用する。活用にあたっては，横浜改良土センター株式会社が定める「施設利用要領」に
より行う。また，盛土や埋戻し等への新材（購入土）の使用は抑制する。
※「施設利用要領」では，「利用者は建設発生土の同量以上の改良土搬出を義務付け」

相模原市
「改良土の使用に関する
共通特記仕様書」

第�６条　受注者は，「様式1」により原料土の搬入及び改良土の搬出の予定をプラントへ連絡するものとする。
２�　受注者は，原料土をプラントに搬入する際は，原則として搬入する原料土と同量の改良土を搬出するもの

とする。

さいたま市
「建設副産物の手引き」

第２章建設発生土
２－１　基本的な考え方
　建設発生土が発生する場合は，原則として50kmの範囲内の他の建設工事現場へ搬出することとし，以下の
とおり取り組むこととする。
　①搬出の抑制・・
　②�工事間利用の促進については，建設発生土情報交換システムやUCR利用，官民有効利用の試行マッチン

グによる調整や土質改良プラントの活用等を図る。
　③�再生資材の利用については，土砂を購入する必要がある場合，新材ではなく，再生資材の積極的な利用を図る。
２－２　各段階の検討事項

（１）計画時　②工事間利用の検討
ⅳ）土質改良プラントの利用
・�建設発生土がそのままの品質で使用できない場合（第4種建設発生土など）は，土質を改良した上で再利用

をはかることができる。
・土質改良には，搬出前に現場で行う場合と，土質改良プラントへ搬入して行う場合がある。
・�土質改良プラントへ搬入する場合は，（１）建設発生土を土質改良プラントへ持ち込み，改良後その持ち込ん

だ全量を引き取り再利用する場合と，（２）建設発生土を改良する目的で土質改良プラントに持ち込み，その
まま処分とする場合がある。（注）

・�公共工事においては，建設副産物のリサイクルを進めるため，（１）の改良後全量を引き取り再利用する方法
により，公共工事間の建設発生土の流用を推進するものとする。

堺市
「上下水道局施設工事共
通仕様書
第2部水道施設工事共
通」

１－４　２　改良土
1．�埋戻し等に使用する，生石灰等で改良した改良土は，「改良土製造工場の登録に関する認定基準（堺市上下

水道局）」により認定を受けたプラントの改良土を使用しなければならない。また，品質については同認定
基準の別紙 1 「改良土の品質基準」，別紙 2 「土壌汚染の数値基準」を満たすものとする。

2．原則として，建設発生土の受入れ及び改良土の購入は同一プラントとする。
3．4．5．省略

豊田市
「建設発生土の処理及び
改良土の使用に関する
取扱事務要領」

第２条　市は，建設発生土等について，次に掲げる事項を考慮しなければならない。
（１）工事を計画，設計及び施工する場合は，建設発生土量の抑制に努めること。
（２）建設発生土が生じる場合は，現場内利用及び工事間流用に努めること。
（３）工事間流用ができない建設発生土は，改良土として再利用できるように努めること。
（４）購入土が必要な場合は，改良土の使用に努めること。
2�　購入土が必要な場合において，法令及びその他の条件等により改良土を使用することが不可能又は不適切な

場合は，前項第4号の規定は除外するものとする。
第�３条　市は，原則として，工事間流用ができない建設発生土は土質改良プラントに搬入し，改良土として再

利用できるように処理するものとする。

鳥取市
「建設発生土の処理及び
改良土の使用に関する
取扱事務要領」

第�３条　工事現場内においては，改良土の使用に努めることとし，建設発生土等については，次に掲げる事項
を考慮しなければならない。

（１）建設工事を計画，設計及び施工する場合は，建設発生土量の抑制に努めること。
（２）建設発生土が生じる場合は，現場内利用及び工事間流用に努めること。
（３）�現場内利用及び工事間流用ができない建設発生土については，土質改良プラントに搬出して改良土として

利用できるように努めること。
（４） 土質改良プラントへの搬出が困難な場合は，適正に処理すること。

注：�土質改良プラントは「残土処分場」ではないため，改良土を残土処分場へ搬出する必要があるが，茨城県，栃木県等市町村「土砂条例」では改良土を
認めていないため，改良土の残土処分はできない。土質改良プラントは建設発生土を有効利用するために利用すべきである。
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2.3土質改良プラント認定・認証制度
HP等情報によれば，制定年順に福岡市，豊田

市，福岡県，大阪市，広島県，名古屋市，岡山
県，堺市の8自治体において，建設発生土の土質
改良プラントの認定・審査等制度を運用していま
す。各自治体の制度の詳細については，JASRA
のHP6）に掲載していますが，その概要は表－3の
とおりです。

また，建設発生土の土質改良プラント認証事業
については，ACTECのHP7）をご参照願います。
なお，JASRAとしては，2026年7月からの第7期事
業において，JASRA正会員を対象とするACTEC
第三者認証取得支援事業を予定しています。

2.4登録土質改良基幹技能者
登録基幹技能者は，建設現場における上級職長

として，元請者技術者のもとで建設現場の高度な
マネジメント業務を担う，いわば「現場の要」と
位置づけられます。

登録土質改良基幹技能者は，建設現場または土
質改良プラントにおいて，土質改良作業全体をマ
ネジメントし，特に改良土の品質管理には重要な
役割を担います。登録土質改良基幹技能者講習の
受講資格条件は表－4，講習実施状況は表－5のと
おりです。

表－4　登録土質改良基幹技能者受講要件

次に示す条件を全て満たしていること。
ア. �建設業法（昭和24年法律第100号）に基づく「とび・

土工工事業」又は「土木工事業」について，単一の業種
で10年の実務経験と，同業種で3年以上の職長経験を
有すること。

イ. �職長・安全衛生責任者教育
ウ. �次のいずれかを保有すること。
　  ①青年優秀施工者不動産・建設産業局長顕彰
　  ②地山の掘削及び土止め支保工作業主任者技能講習
　  ③�地山の掘削作業主任者技能講習および土止め支保工作

業主任者技能講習
　  ④特定化学物質および四アルキル鉛等作業主任者
　  ⑤特定化学物質等作業主任者
　  ⑥公害防止管理者一般粉じん
エ. 次の（1）（2）（3）の区分ごとにいずれかを保有すること。

（1）車両系資格について，次のいずれかを保有すること
　  ①�車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）

運転技能者
　  ②�小型車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削

用）の運転特別教育（機体重量3t未満）
（2）クレーン系資格について，次のいずれかを保有すること
　  ①�小型移動式クレーン運転技能者（つり上げ荷重1t以上

5t未満）
　  ②�クレーン運転の特別教育（つり上げ荷重5t未満および

つり上げ荷重5t以上の跨線テルハ）
　  ③移動式クレーンの特別教育（つり上げ荷重1t未満）

（3）玉掛け資格について，次のいずれかを保有すること
　  ①玉掛け技能講習（つり上げ荷重1t以上のクレーン等）
　  ②�玉掛けの業務の特別教育（つり上げ荷重1t未満のク

レーン等）

表－3　自治体土質改良プラント認定・審査制度概要

項目 規定状況 内容等

プ
ラ
ン
ト
条
件

プラント能力 2/8 能力を規定してるのは福岡市，名古屋市のみ

プラント形式（定置式，移動式） 7/8 定置式プラントに限定しているのは名古屋市，大阪市，堺市のみ

プ
ラ
ン
ト
設
備

搬出入土量管理 3/8 トラックスケール設置：豊田市，名古屋市，堺市

原料土 3/8 原材料自動計測装置：豊田市，名古屋市，岡山県

改良土 5/8 改良添加剤自動計測装置等：豊田市，大阪市，広島県，名古屋市，岡山県

環境対策 6/8 騒音・粉塵対策等：福岡市，豊田市，福岡県，広島県，名古屋市，岡山県

その他設備 3/8 防犯対策等：豊田市，福岡県，広島県

その他 7/8 自治体内立地，関係法令順守・許可確認，伝票による搬出入量確認など

事業者資格欠格要件有 5/8 暴力団関係者，関係法令違反5年以内の者等

認定等有効期間 6/8 1年：4自治体　3年：1自治体　5年：1自治体
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2.5「リサイクル原則化ルール」改正
「リサイクル原則化ルール」改正についての詳

細は， 積算資料公表価格版2025年8月号に掲載し
ていますので，ここでは結論のみを示します。現
行のルールでは，搬出工事と搬入工事間で建設発

生土を工事間利用する際，土工期・土質が合致し
ない場合，建設発生土ストックヤード，土質改良
プラントを利用して工事間利用することが明示さ
れていないため，図－3に示すように改正すべき
とJASRAが提案したものです。

現行

建設発生土
搬出工事

土砂
搬入工事

処分場

50km圏内

搬入工事と受入時
期、土質等の調整
が困難な場合

建設発生土
搬出工事

土砂
搬入工事

登録
ストックヤード

登録
土質改良
プラント盛土規制法等許可

建設発生土受入地

山砂等
新材

50km圏内

※

※

※50km圏内に工事間利用の
相手となる工事が無い場合

改正案

①��建設発生土の工事現場からの搬出
　工事現場から建設発生土が発生する場合は，原則とし
て，50kmの範囲内の他の建設工事現場へ搬出する。なお，
各地方建設副産物対策連絡協議会等で調整済みの場合は，
その調整結果を優先することとする。また，他の建設工事
との受入時期および土質等の調整が困難である場合は，別
の処分場に搬出することを妨げない。
②建設発生土および建設汚泥処理土の利用
　工事現場から50kmの範囲内に建設発生土または建設
汚泥（建設汚泥が発生する工事現場または当該工事現場に
おいて所要の品質を満たす建設汚泥処理土への改良が可能
な場合）を搬出する他の建設工事もしくは建設汚泥処理土
を製造する再資源化施設がある場合，受入時期，土質等を
考慮したうえで，原則として，建設発生土もしくは建設汚
泥処理土を利用する。なお，各地方建設副産物対策連絡協
議会等で調整済みの場合はその調整結果を優先することと
する。

①建設発生土搬出工事
　・�工事現場外へ搬出する建設発生土は，原則として50km範囲内の
他工事（民間工事を含む，　以下，同じ）へ搬出する。

　・�他工事と受入時期，土質が一致しない場合は，「ストックヤード運
営事業者登録制度」に登録したストックヤード，土質改良プラン
トにて受入時期，土質を調整するものとする。

　・�50km 範囲内に他工事が無い場合は，盛土規制法等許可・届出済
の建設発生土受入地へ搬出することを妨げない。

②土砂利用工事
　・�工事現場外から搬入する土砂は，原則として50km 範囲内の他工
事の建設発生土とする。

　・�他工事と受入時期，土質が一致しない場合は，「ストックヤード運
営事業者登録制度」に登録したストックヤード，土質改良プラン
トにて受入時期，土質を調整するものとする。

　・�50km 範囲内に他工事が無い場合は，新材を利用することを妨げ
ない。

注：�登録施設は，自治体認定又は民間団体による第三者認証を受けた施設を優先利用�﻿
①②とも他工事との距離が50km を超えることを制限しない。

図－3　国交省「リサイクル原則化ルール」の建設発生土に関するJASRA改正案

表－5　登録土質改良基幹技能者講習　開催実績・予定

回 開催日程
開催地・会場 募集定員

（人）
受講者
（人）

合格者
（人）開催地 会場名

1 2025（R7）年 5/31（土）
6/1（日）

東京都
文京区本郷 全水道会館 40 34 33

2 2025（R7）年 11/15（土）
11/16（日）

東京都
千代田区神田 損保会館 60 42 42

3 2026（R8）年 5/23（土）
5/24（日）

東京都
千代田区神田 損保会館 60 35 34

4 2026（R8）年 10/31（土）
11/1（日）

福岡県
福岡市博多区

エムアテイン博多駅
東会議室 30

5 2027（R9）年 5月中旬
平日 東京都内 60

6 2027（R9）年 11月中旬
平日 未定
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おわりに

カーボンニュートラルに資する建設発生土改良
土の利用拡大に向けて，JASRAとしては，改良
土品質基準策定，土質改良プラント第三者認証制
度事業支援，登録土質改良基幹技能者制度運営
を実現してきました。そして，国土交通省様には

「リサイクル原則化ルール」改正を提案しており
ます。

JASRAは2021年4月に法人登記を行い，同年
7月に発足式を開催して実質的な活動を開始しま
した。2026年6月末をもって設立から5年が経過
いたしました。当協会は第1期を2021年4月から
6月，以降，7月から翌年6月までを事業年度とし
ています。法人設立後第5期（2025年6月）まで
の活動実績概要については，HP8）に掲載してお
りますので是非ご確認ください。当協会は，2022
年9月に策定した2050年までの長期ビジョン

「JASRA VISION2050」9）に基づき，5年ごとに
レビューしつつ事業を実施しております。国土交
通省様をはじめ関係者の皆様におかれましては，
引き続きご指導・ご鞭撻を賜りますようお願い申
し上げます。
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